
  

昭和42年労働経済の分析 参考資料
1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
1)   年間の推移

42年は前年に引き続き景気の上昇を反映して求人は戦後最高水準に達し,雇用も製造業の重工業を中心に
増勢が強まった。労働力需給は求職の停滞とあいまってひっぱく感を一層強め労働力不足は深刻化し
た。

学卒を除く新規求人は堅調な増勢を示し,42年は年平均でこれまでのピークだった39年水準を10％上回っ
た。四半期別に季節性を除去した水準の対前期比でみると,42年1～3月期0.5％増,4～6月期4.4％増,7～9
月期7.7％増と増勢を強めたが,10～12月期は3.0％減と年末には頭打ちの傾向がみられた( 第1-1表 )。

求人の増勢を有効求人の季節変動調整値で過去の景気上昇期と比較してみると,今回の景気上昇期は当初
前回とほぼ同水準にあったが42年に入ると前回の水準を大幅に上回り,12月には前回のピーク(39年9月)
を2割,前前回のピーク(35年10月)を9割も上回る水準に達した( 第1-1図 )。このため人手不足は一層深化
し,繰越求人(未充足求人)も年率で約5％増と前回のそれ(4％増)を上回る伸びを示した( 第1-2図 )。一方,求
職をみると,前回は横ばいないしやや増加気味で推移したのに対し,今回は一貫して減少傾向が続いた。今
回の求職者数は当初前回の水準を上回っていたが,景気の底から27ヵ月に当る40年1月と43年1月との比較
では今回は前回を14千人下回り求職数の少なかった35年水準に近づいた( 第1-3図 )。

この結果年平均の対前年比でみると,求人の30％増に対し求職は4％減となり求職倍率(有効求人に対する
有効求職の倍率)は前年の1.4倍から1.0倍へと低下し,季節変動調整値で四半期別にみると,42年1～3月期
1.1倍,4～6月期1.1倍,7～9月期0.9倍,10～12月期0.9倍と年後半には有効求人の水準としては戦後初の求人
超過となった。

雇用も年初来増加を続け,とくに年後半の製造業を中心とする増勢は著しかった。季節変動調整値で四半
期別に常用雇用指数の対前期比をみると,調査産業計では各四半期ともほぼ1％前後の堅調な増加を示し
た。製造業は1～3月期0.7％増,4～6月期0.6％増,7～9月期0.8％増,10～12月期1.0％増と年央から後半にか
けて増勢を強めた( 第1-2表 )。しかし,製造業の雇用増勢を過去の景気上昇期と比較してみると,今回は前
回,前前回に比べ雇用回復の時期が遅く,また増加のテンポも生産の増加状況に比べかなり弱く,雇用増勢は
回を追う毎に鈍化している( 第1-4図 )。

なお,労働異動を入・離職率の状況によってみると,入職は年初来大幅な増加を示し,調査産業計で34.9％,
製造業は31.4％と前年をそれぞれ5.3,5.5ポイント上回った。一方,離職率も41年後半から増加傾向を示
し,42年には調査産業計で31.3％,製造業で28.3％と前年を2～3ポイント上回った。入・離職率を季節変動
調整値で過去の景気上昇期と比較してみると,入職率は増加の時期は遅れたものの41年年央から堅調な増
加を示し42年末には前回,前前回の水準にある( 第1-5図 )。

以下,これらの点を中心に42年中の動向を分析してみる。

第1-1表 学卒を除く一般求人求職,失業保険受給者実人員対前年同期増減率
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第1-1図 月間有効求人数(季節変動調整値)の推移
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第1-2図 学卒を除く繰越求人(季節変動調整値)の四半期別の推移

第1-3図 月間有効求職(季節変動調整値)の推移
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第1-2表 常用雇用指数(季節変動調整値)の対前期増減率

第1-4図 製造業常用雇用指数対前月増減率の推移
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第1-5図 入・離職率四半期別の推移

昭和42年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和42年 労働経済の分析



  

昭和42年労働経済の分析 参考資料
1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
2)   雇用増加とその内容

「毎月勤労統計(以下毎勤と略称する)」によって常用雇用の動きをみると,雇用は41年後半に引き続き堅
調な増加を示し,とくに42年年央から後半にかけて求人が高水準にあったことなどを反映して製造業を中
心に増勢を強めた。
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昭和42年労働経済の分析 参考資料
1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
2)   雇用増加とその内容
(イ)   産業別にみた雇用の動き

常用雇用の動きを四半期別の対前年同期比で産業別にみると,製造業は41年4～6月期を底に増加に転じ,42
年1～3月期には1.1％増,4～6月期1.8％増,7～9月期2.4％増,10～12月期3.1％増と増勢を強め,43年1～3月
期には3.0％増となった。建設業も40年末の景気回復とともに増勢を強め41年下期にやや鈍化したものの
42年に入ると大幅な伸びを示した。このように第2次産業分野で雇用増勢が強まったのに対し第3次産業
ではやや増勢が鈍化した。たとえば卸売小売業は41年4～6月期6.5％増から42年1～3月期4.0％増,同10～
12月期には3.1％増と増加率は次第に低下してきている( 第1-6図 )。この結果年末対比の増減率でも製造
業で41年の0.7％増から42年には3.2％増,建設業が5.3％増から12.5％増となったのに対し,ここ数年高水準
の伸びを続けていた第3次産業では卸売小売業が3.7％増から3.2％増,金融保険業5.5％増から4.7％増,運輸
通信業2.4％増から1.0％増,電気ガス水道業0.6％増から1.0％減といずれも増加率が低くなった( 第1-3表
)。

製造業の常用雇用を中分類別にみると,41年後半に引き続き重工業で尻上りに増勢を強め,42年10～12月
期には輸送用機器が前年同期比で10％増となったのをはじめ,電気(対前年同期比6.4％増),非鉄(同5.7％
増),金属(同5.1％増)等いずれも大幅な増加を示した。また回復のおくれていた鉄鋼,機械も42年1～3月期
および4～6月期には前年水準に回復し,10～12月期には前年をそれぞれ2.3％,2.8％上回った。一方,軽工業
部門では食料品(10～12月期対前年同期比7.4％増),出版印刷(同1.7％増)で増加しているものの繊維(同
3.5％減),衣服(同1.1％減),木材(同3.3％減)などで減少傾向を続けている( 第1-4表 )。

調査産業全体の雇用増加に占める各産業の寄与率をみると,第2次産業で全体の約80％を占めとくに製造
業では45％と前年(19％)に比べ大幅な高まりが目立つほか,建設業でも35％(前年27％)とかなり上昇した
のに対し,卸売小売業等第3次産業の寄与率は大きく低下している( 第1-5表 )。

製造業のうちでは軽工業のウェイトが低下したのに対し重工業,とくに鉄鋼,機械,電気,輸送用機器等で大
幅にウェイトは高まっている。

なお,雇用の動きを入職率,離職率によってみると,入職率はいずれの産業でも前年水準を上回り39年水準に
近づいている。製造業の中をみると,総じて重工業の高まりが大きい。一方,離職率は各産業とも前年に比
べ上昇はしたものの39年水準をかなり下回り入職に比べ上昇のテンポは遅い。このため入職超過率は大
幅な上昇を示し,製造業は3.1％と前年(△0.1％(注)△は離職超過を示す)を3.2ポイント,39年水準(2.5％)を
0.6ポイント上回った。製造業の中では繊維を除きいずれも大幅な上昇でとくに鉄鋼(3.0％),機械(4.3％),
電気(6.2％),輸送用(8.1％)等重工業での上昇が著しい( 第1-6表 )。

製造業の雇用増勢を中分類別に過去の景気上昇期と比較してみると,前回指数対前年同期増減率の推移お
よび前前回は各産業とも同じ時期に雇用増勢が現われたが,今回は食料,衣服,木材,パルプ,紙加工等の軽工
業では増勢が早く現われ,化学,鉄鋼,非鉄金属,機械等重化学工業では軽工業の増勢から約1年あまりをおい
て増加を示した。またこの時期はそれまで堅調な伸びを示した軽工業部門では増勢鈍化または減少する
という過去の景気上昇期にはみられない傾向があらわれた。

なお,製造業の雇用弾性値(生産の増加に対する雇用増加の割合)を計算してみると42年上期0.18,下期0.18
と40年上期(0.08),41年下期(0.06)の水準に比べるとかなり上昇を示したが,しかし,39年当時の水準(0.37)
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に比べると,いぜん低水準にある( 第1-7表 )。

第1-6図 主要産業常用雇用指数対前年同期増減率の推移

第1-3表 産業大分類別常用雇用指数の年間増減率
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第1-4表 製造業主要産業の常用雇用
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第1-5表 産業大分類別にみた常用雇用者数の増加寄与率

第1-6表 産業別入・離職率の推移
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第1-7表 製造業における雇用弾性値の推移
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昭和42年労働経済の分析 参考資料
1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
2)   雇用増加とその内容
(ロ)   規模別にみた雇用

つぎに失業保険被保険者数によって規模別の雇用の動きをみると,42年1月から43年1月の期間において
500人以上規模は3.5％増(41年1月から42年1月へかけての増加率1.5％増)と大規模では増勢が強まり,一方
100～499人規模2.8％増(同3.7％増),30～99人規模2.0％増(同4.1％増)では前年に比べ増勢は鈍化し,5～29
人規模5.3％増(同5.3％増)で保合となった。産業別にみると,製造業では40年1月～41年1月および41年1月
～42年1月の期間においては小規模程増加率は高かったが,42年1月～43年1月では大規模で増加が大きく
500人以上規模4.9％増(前年に比べ4.6ポイント増),100～499人規模0.6％増(同0.9ポイント減),30～99人規
模0.4％増(同1.2ポイント減),5～29人規模3.4％増(同0.5ポイント減)となった。一方,卸売小売業は製造業
同様大規模で増加率は高いが,30～99人規模(対前年同月比4.9％増),5～29人規模(同6.3％増)の中小規模で
も堅調な増加を示し,サービス業についても同様な傾向がみられる( 第1-8表 )。42年1月～43年1月につい
て全体の増加に対する各規模の寄与率をみると,製造業は500人以上規模で最も大きく63％を占め雇用増
加が大規模中心に行なわれたことを示している。第3次産業については金融保険業を除きいずれも中小規
模で寄与率が大きく5～29人規模についてみると,卸売小売業31％,運輸通信電気ガス水道業43％,サービス
業39％となっている( 第1-9表 )。製造業について内部の動きをみると,500人以上規模では鉄鋼が前年の
3.4％減から6.1％増になったのをはじめ,非鉄金属が1.2％減から2.6％増,金属製品が11.0％増から39.8％
増,機械が4.2％増から7.6％増と重工業関係では増勢が顕著となったが,逆に軽工業関係ではいずれも減少
となっている。5～29人規模でも鉄鋼(4.7％増),金属製品(6.2％増),機械(6.2増)等が堅調な増加を示してい
る。このほか100～499人,30～99人規模は前述し保険被保険者数の増減率たように全体としての伸びが小
さく産業別傾向もそれ程明確ではないが,やはり鉄鋼,機械等の産業で増加が大きいようにみえる( 第1-10
表 )。

このような重工業を中心とする大規模での雇用増加は「毎勤」の入・離職率の動きからも裏づけられ
る。入職率をみると,5～29人を除き各規模とも前年に比べ高まっているが,この傾向は製造業の大規模で
強く,ほぼ39年水準に近づいている。一方,離職率をみると,各規模とも前年を上回ったものの上昇の幅は入
職率に比べ低く39年水準を若干下回っている。その結果入職超過率は500人以上規模で目立って高まり
39年の水準をも上回った。この傾向は製造業で顕著で500人以上規模の4.0％(対前年差4.8ポイント増)に
対し100～499人規模は2.1％(同1.9ポイント増),30～99人規模3.5％(同2.6ポイント増),5～29人規模2.0％
(同2.5ポイント減)となっている(附属統計表第12表)。

なお,上述のように離職率の上昇は過去の景気上昇期に比べ鈍いが,産業,規模別にみると,重工業関係業種,
とくに中小零細企業で42年の離職率の高まりが顕著で5～29人規模でみると,機械,電気,輸送用機器は前年
をそれぞれ7.7,12.8,11.5ポイント上回り,39年水準をもかなり上回っている。

とくに輸送用機器は各規模とも前年および39年を上回る水準にある。

第1-8表 産業,規模別失業
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第1-9表 産業,規模別失業保険被保険者数の増加寄与率

第1-10表 製造業中分類別失業保
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1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
2)   雇用増加とその内容
(ハ)   臨時日雇労働者の動向

臨時労働者(いわゆる臨時工)は景気の回復を反映し41年下期にかなり増加したが,42年に入ってからも臨
時労働者の入職は引き続き大きかった。

「雇用動向調査(42年上期分)」によって入職者中に占める臨時日雇名義労働者の比率をみると,調査産業
計では12.9％(前年同期差1.1ポイント増),製造業では17.8％(同1.8ポイント増)と前年水準を上回り40年以
降増加傾向が続いている。しかし,これを長期的にみると,35,36年当時には臨時日雇名義労働者が入職者
の20％以上を占めていたのにくらべると,水準としては低くなっている。また調査産業計で男女別にみる
と,最近は女子の険被保険者数の増減率比率が高く42年上期には男子入職者中に占める男子臨時日雇名義
労働者の比率12.6に対し,女子入職者中に占める女子臨時日雇名義労働者の比率は15.0％となった。これ
には最近増加している女子中高年のいわゆるパートタイマーの中に臨時日雇として雇用があることも影
響していよう。

一方,離職の状況をみると,41年下期には,臨時日雇名義労働者の入職が大きかったのに対し離職は少なかっ
たが,42年上期に入ると臨時日雇名義労働者の離職もまた増加した。42年上期の離職者中に占める臨時日
雇名義労働者の比率は調査産業計で15.1％,製造業で18.9％と前年同期をそれぞれ2.8,4.1ポイント上回っ
た( 第1-11表 )。

製造業について規模別に入・離職者中に占める臨時日雇名義労働者の比率をみると,入職では500人以上
規模24.4％,100～499人規模15.9％,30～99人規模13.7％と大規模ほど高く前年同期の比較でみても規模
の大きい順にそれぞれ3.5,1.0,0.0ポイント増で500人以上規模での高まりが大きい。しかし,前回の,景気上
昇期にあたる39年上期の水準に比べると500人以上規模は2.0ポイント減に対し30～99人規模は5.7ポイン
ト増で前年同様相対的に小規模でウェイトが高い。離職についても入職とほぼ同様な傾向にある( 第1-12
表 )。

臨時日雇名義労働者の入職が41年下期以降高水準を続けた結果,雇用者中に占める臨時日雇労働者の割合
は増加に転じ,製造業でみると,42年6月末現在で前年同月の4.1％から4.7％へとなった。規模別には大規
模程で占める比率が高く,500人以上規模は,6.7％と前年同月4.4％に比べても増加幅は大きい。男女別に
みると,男3.0％(前年同月2.9％),女7.9％(同6.2％)と女子における臨時日雇名義労働者の割合が高く,前年同
月とのポイント差でみても1.0ポイント増と男子(0.1ポイント増)を大きく上回った。( 第1-13表)。

なお,臨時日雇名義から常用名義へ切換えられた労働者数を昇格率によってみると,42年6月末現在で6.4％
と前年(7.5％)を1.1ポイント下回った。

しかし製造業についてみると,6.5％で前年(6.4％)を僅かながら上回った。

このほか「毎勤」によって日雇労働者等雇用指数を年平均の対前年比でみると,調査産業計は1.5％減と前
年に引き続き減少となった。産業別には建設業(6.9％増)で増加が目立ちとくに下期での増加が著しい。
製造業は1.3％増と前年の増加(2.5％増)をやや下回り下期には4％減少となった。そのほか第3次産業では
電気ガス水道業を除きいずれも1～2割の大幅減少となった( 第1‐14表 )。
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第1-11表 入・離職者中に占める臨時日雇名義の常用労働者の割合

第1-12表 製造業規模別にみた入・離職者中に占める臨時日雇名義常用労働者の割合

第1-13表 製造業の雇用形態別構成比
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第1-14表 産業大分類別日雇労働者等雇用指数の対前年増減率
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昭和42年労働経済の分析 参考資料
1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
3)   労働力需給のひっぱく
(イ)   高水準の求人と求職の停滞

学卒を除く一般求人は前年に引き続き景気の上昇を反映して増加を続け戦後最高の水準に達した。

「職業安定業務統計」によって学卒を除く一般求人の増加率をみると,新規求人は前年の21％増,有効求人は30％増で
前年のそれぞれ17％増,12％増をさらに上回る上昇を示した。求人のピークであった39年水準に比べても新規求人は
10％,有効求人では12％上回っている。対前年同期比で四半期別の推移をみると,新規求人は42年1～3月期29％増,4～
6月期24％増,7～9月期21％増と2割以上の増加を続けたが,10～12月期には9％増と増勢が鈍化し,43年1～3月期には
5％増となった。前月からの繰越求人を含む有効求人は繰越求人(いわゆる未充足求人)が増加していることもあって
増勢は鈍化しているものの,10～12月期には24％増といぜん2割以上の増加を示し,43年1～3月期は16％増で新規条人
に比べ伸びが高い( 第1-15表 )。

なお,季節変動調整値で四半期別の推移をみると,新規求人は1～3月期411千人(対前期比0.5％増),4～6月期430千人(同
4.4％増),7～9月期463千人(同7.7％増),10～12月期451千人(同3.0％減),43年1～3月期,432千人(同3.8％減)と42年末に
かけて頭打の様相を呈したものの過去の景気上昇期に比べると2割を上回る水準にある。一方,有効求人は上期は105
万人で過去のピーク(39年7～9月期)とほぼ同水準にあったが7～9月期1,216千人(対前期比11.2％増),10～12月期
1,283千人(同5.5％増),43年1～3月期1,250千人(同2.4％減)と高水準を示した。新規求人を常用と臨時,季節別にみると,
常用求人の伸びが大きく,前年の17.4％を上回る22.6％の増加となった。常用求人を対前年同期比で四半期別にみる
と,1～3月期33％増,4～6月期29％増と年前半の伸びが大きく,年後半は前年後半の伸びが堅調だったことの反動もあっ
て増加幅は小幅となり10～12月期には1割程度の増加となった。一方,パートタイマー等臨時,季節求人はほぼ前年並
の15％増となった。最近の常用求人の伸びが大きいことについては40年の不況期における求人の落込みが臨時,季節
に比べ常用でより大きかったことの影響も考えられ39年水準で対比してみると,常用求人(8％増)に比べ臨時,季節求人
(23％増)の増加が大きく常用労働者の採用難からパートタイマー等にたよる事業所が増加したことが示されている(
第1-16表 )。

求人の増加を産業別にみると,製造業で増加が目立ち前年の21％増と増加寄与率でみても全増加分の6割を占めてい
る。このほか卸売小売業(対前年比16％増),金融保険不動産業(同14％増),輪輸信業(同34％増),サービス業(同17％増)な
どでも堅調であった。製造業の内部では鉄鋼(同28％増),機械(同27％増)など重工業で大幅な増加を示し,いずれも39
年水準を上回り,とくに機械は39年の4割増と高水準を維持している。一方,軽工業部門では繊維が前年の25％増(対39
年比2％増)と高い伸びを示したのが注目される。なお,四半期別の変化をみると,10～12月期から43年1～3月期にかけ
ていずれの産業でも増加幅は小幅となり,なかでも製造業および建設業で伸びの鈍化が顕著であった( 第1-17表 )。

また,規模別の求人状況については重工業部門で求人増勢が堅調であったことを反映して大規模ほど増加率は高
い。500人以上規模をみると前年の41％増,全増加数に占める割合でみても35％と100～499人(30％),30～99人
(11％),29人以下(24％)の各規模を上回っている。しかし,39年の水準に比べると500人未満の15％増に対し500人以上
規模は1.8％増の微増となっている( 第1-18表 )。

このような求人増加の反面,求職は41年後半から減少傾向が続いている。新規求職の対前年増滅率をみると,5.0％減と
前年(1.2％減)の減少をさらに下回りこれに伴って有効求職も前年の4.3％減となった。これを39年水準に比べてみる
と,新規求職は5.7％減,有効求職は1.0％減となった。新規求職を四半期毎の季節変動調整値対前期比で推移をみると,1
～3月期0.8％減,4～6月期3.7％減,7～9月期0.9％減と減少傾向が続き10～12月期には0.8％増の微増となったが43年1
～3月期には2.2％減と再び減少となった。

なお,新規求職者数から離職票提出件数を差引いた求職者の動きをみても前年の6％減といぜん減少傾向が続き,過去の
景気上昇期と比較しても大幅に水準は低く39年の10％減,34年の44％減となった( 第1-7図 )。

新規求職を常用と臨時,季節別に対前年比でみると,常用が7％減に対し臨時,季節は1.8％増とパートタイマー等の求職
は増加傾向を続けている。
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求人が高水準に推移したのに対し,求職が減少を続けたため労働力需給は一段とひっぱくの度を加えた。学卒を除く一
般労働市場における有効求職の有効求人に対する倍率は41年の1.4倍から1.0倍へ(新規求職の新規求人に対する倍率は
41年の1.0倍から0.8倍へ)と低下した。季節変動調整値の四半期別推移をみると,1～3月期1.11倍,4～6月期1.09倍,7～9
月期0.93倍,10～12月期0.85倍,43年1～3月期0.89倍と42年下期には求人超過となった。また,求人充足率(有効求人に
対す就職の比率)も大幅な低下傾向が続き,前年の16.7％から13.0％へとこれまでの最低であった39年水準(15.7％)を
2.7ポイント下回った。就職率(有効求職に対する就職の比率)は42年後半にやや上昇傾向がみられ,前年の12.7％から
13.0％へ増加し40年以降ゆるやかながらも上昇傾向が続いている。しかし,水準としては38年以降いぜん低水準が続
いている( 第1-8図 )。

このような全体としての需給関係にもかかわらず,これを年齢別,地域別などにみるとその様相にかなり差がある。10
月に実施した「年齢別常用職業紹介状況調査」によると,求人では30才以上の割合がやや増加傾向にあって,若年層の
需給ひっぱくからいわゆる中高年向けの求人が増加しつつある( 第1-9図 )。

このため求職倍率でみると,49才以下の層はいずれも1を割りとくに男子で求職倍率低下の傾向が強い( 第1-19表 )。

しかし,就職者の状況をみると,40才以上の層では求職者数に対し就職者は少く,就職率は30才未満13.7％,30～39才
11.6％,に対し40才～49才10.1％,50以上5.4％となった。

また,労働力需給を地域別にみると,各地域とも需給ひっぱくが強まりとくに東北の求職倍率は前年の3.7倍から1.9倍へ
と大幅な低下を示した。しかし,京浜工業地帯を中心とした関東,中京を中心とした東海,京阪神を中心とした近畿等大
都市とその周辺ではいずれも求職倍率が1を割り求人超過となっているのに対し,その他の地方ではいぜん求職超過傾
向が続いている( 第1-10図 )。

第1-15表 学卒を除く一般労働市場の需給状況

第1-16表 新規常用日臨時,季節求人の対前年同期増減率(学卒を除く)

昭和42年 労働経済の分析



第1-17表 産業別新規求人の対前年同期増減率

第1-18表 規模別新規求人の対前年(同期)増減率
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第1-7図 新規求職件数から離職票提出件数を差引いた求職件数の推移

第1-8図 学卒を除いた一般労働市場の求職倍率,求人充足率,就職率の推移
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第1-9図 求人,求職,就職の年齢別

第1-19表 性,年齢別求職倍率の推移
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第1-10図 地域別にみた求職倍率
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昭和42年労働経済の分析 参考資料
1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
3)   労働力需給のひっぱく
(ロ)   新規学卒需給の状況

上述のように一般労働力需給の引き締まりは強まったが,一方,新規学卒の採用難は一層深刻化している。

42年3月卒の新規学卒者の需給は景気の回復に伴って求人は41年の減少から増加に転じ対前年比でみる
と,中学卒は5.4％増,高校卒は22.1％増となり,一方,求職は中学卒については卒業生の減少と進学率が引き
続き高水準にあるため,12.5％減,高校卒については2.9％増の微増となった。そのため新規学卒求職者に対
する求人の倍率は中学で3.4倍,高校で3.1倍と前年のそれ(中学2.9倍,高校2.6倍)をそれぞれ0.5ポイント上
回った。( 第1-20表 )。

43年3月卒業者については本格的な景気上昇に伴って求人がさらに大幅な増加を示し,43年3月現在で中学
卒は前年同月に比べ12.9％増,高校卒では40.3％増となっている。高校卒求人は前年に引き続き大幅な増
加を続けているが,これは中学卒求人の充足が一層困難となってきたため,企業が積極的に求人を中学卒か
ら高校卒へ切換えたためとみられる。新規学卒求人中に占める高校卒求人の割合をみると,30年代末の54
～55％から42年は70％,43年3月現在で74.3％と増加の一途をたどっている( 第1-11図 )。

産業別に求人の増加状況をみると,製造業の機械関係業種を中心とする大企業で増加が著しい。資料の関
係上42年3月卒の状況で産業別の構成をみると,製造業からの求人が全学卒求人の半分以上,すなわち中学
で77％,高校で51％を占めている。これを41年3月卒に比べると,それぞれ1.9,5.4ポイント増で高校卒で増
加が大きかった( 第1-12図 )

一方,これに対する求職をみると,43年3月現在の対前年同月比で中学卒11.2％減,高校卒2.5％減となり中学
卒でいぜん大幅な減少傾向が続いている。このため求職に対する求人の倍率は中学卒4.5倍(前年同月3.5
倍),高校卒4.4倍(同3.0倍)と42年3月現在の状況を大きく上回り,過去のピーク(中学は40年3月卒の3.7倍,高
校は39年3月卒の4.0倍)をも上回って需給ひっぱくの度は一段と強まった。

新規学卒需給の変化に伴って就職分野にもかなりの変化がみられた。43年3月現在の就職件数は中学卒
254千件,高校卒702千件で前年同月に比べ中学卒は10.6％減,高校卒は0.1％増となった。中学,高校別の構
成比でみると,中学卒の就職希望者の減少から高校卒の占める割合は40年代に入り急増し,43年(3月現在)
には73.4％と中学卒の約2.8倍に達した( 第1-13図 )。新規学卒者の就職先についてみると,産業別には製造
業へ,規模別には大企業への就職傾向がみられる。これを文部省の「学校基本調査」で長期的にみると,中
学,高校とも製造業を中心とする第2次産業のウェイトが高まる一方,従来増加傾向のあった第3次産業にや
や減少傾向がみられた。この傾向はとくに高校卒で強く41年と42年の比較でみると,製造業は約3ポイン
トの増加を示したのに対し第3次産業は逆に3ポイントの減少となった( 第1-21表 )。

なお,同じ資料によって職業別の状況をみると,中学卒で技能生産工の割合が高く高校卒では技能生産工お
よび事務従事者,大学卒では専門技術的および事務従事者で就職者の割合が全体の7割以上を占め,いぜん
中学卒はブルーカラー層へ,大学卒はホワイトカラー層への就職が集中している。しかし,最近は中学就職
者の減少とあいまって高校卒で技能生産工への就職が増加し,また,大学卒についても40年代に入り,技能生
産工等ブルーカラー的職業への就職がみられる。一方,事務従事者,専門技術的職業等ホワイトカラーへの
就職は高校,大学卒ともに減少の傾向にある( 第1-22表 )。
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規模別の状況については41年以降,景気上昇の本格化に伴い大企業への就職が再び増加し43年3月卒の状
況でみると,中学卒は全数で減少しているにも拘わらず500人以上規模ではほぼ前年並に推移し,就職者中
に占める構成比ではで33.1％で前年の29.6％を上回り39,40年の状態に戻った。とくに男子については大
企業への集中傾向が強く,絶対数で前年より12％増加し充足率も60％と高く,一方,高校卒についても大企
業への就職増加は一層顕著である。500人以上規模への就職は39.3％を占め前年の34.4％を約5ポイント
上回り,実数でみると39年当時の6割増と大幅な増加となっている。とくに中学卒の場合とは逆に女子の
大企業への増加が目立ち中学卒の代替として高校卒女子を採用する傾向が大企業を中心に進んでいると
いえる( 第1-23表 )。

なお,「労働経済動向調査」によって43年3月卒の新規学卒充足率(43年2月15日現在における新規学卒採
用予定者に対する採用内定者の比率)を規模別にみると,中学高校とも大規模ほど充足率の高い事業所が多
く,逆に小規模では充足率の低い事業所が多い。とくにこの傾向は中学卒で顕著である。( 第1-24表 )。

大学卒の状況を文部省の「昭和42年度大学(短大を含む)卒業(予定)者就職状況調査」(42年11月現在)に
よってみると,就職希望者17万人のうち就職が決定した者は14万人で,その決定率は68.6％と前年同期の
60.8％を上回り,学種別には4年制大学79.3％,短大44.7％となった。

第1-20表 学卒職業紹介状況の推移
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第1-11図 新規学卒求人の推移
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第1-12図 新規学卒求人数の産業別構成
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第1-13図 新規学卒就職者の推移

第1-21表 学卒就職者の産業別構成
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第1-22表 新規学卒就職者の職業別構成比の推移
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第1-23表 規模別就職者数の推移

第1-24表 中学,高校卒業者充足率階級別事業所比率
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昭和42年労働経済の分析 参考資料
1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
3)   労働力需給のひっぱく
(ハ)   労働力不足と需給のアンバランス

一般,新規学卒ともに労働力の需給ひっぱくが進み労働力不足が一層深化した。

43年2月に実施した「労働経済動向調査」によって不足の状況を製造業でみると,「不足」を訴える事業
所は全体の37.7％を占め前年同期の34.9％を上回った。一方,「過剰」を訴える事業所は3.8％と少ない。
また,「適当」とする事業所は43％とかなりの比重を占めているものの前年(47.2％)と比較すると減少し
た。規模別には規模が小さいほど「不足」の割合が多く,反面,過剰の割合は少くなっている( 第1-25表 )。
このような労働力不足傾向はとくに技能労働者等いわゆるブルーカラ一層で大きい。「技能労働力需給
状況調査」によってみると,42年6月現在で技能労働者の不足数は1,570千人で前年に比べ22％増,産業別に
は製造業で最も多く1,204千人(対前年比21％増)で全体の77％を占めている。建設業の不足は221千人(同
43％増)で製造業に次いで多い。また,規模別には小規模ほど多い( 第1-26表 )。

東京都「職業安定業務統計」によってさらに細かい職種の求職倍率をみると,男子鋳物工,板金工,大工等技
能工および荷造工,倉庫工,土工等単純労務者は大幅な求人超過を示し,いずれも求人10に対し,求職は1～2
人という状況にある。この反面,事務,乗用運転手,守衛等については大幅な求職超過にある。なお,女子に
ついても事務系職種と技能工では求人,求職のアンバランスが大きい( 第1‐27表 )。

また,地域別の新規学卒就職状況を中学および高校の新規学卒者の県内流入,県外流出状況を需要率(自県内
へ就職したもののうち他県から受入れた者の比率)と供給率(自県出身の就職者のうち他県へ就職した者の
比率)でやや長期的にみると,京浜,京阪神,東海等労働力需要県では需要率が低下,供給率はほぼよこばい傾
向にある反面,東北,山陰,四国,九州等労働力供給県では供給率が低下する一方,需要率は低水準ながらもや
や上昇傾向にある( 第1-14図 )。新規学卒の県外流出は求職屠の減少とともに,38,39年ごろまでとは逆に
全般的に低下しつつあるといえる。しかし,いぜん大都市とその周辺地域およびその他の地域とのアンバ
ランスは大きく,とくに新規学卒でこの傾向が強く求人倍率でみると,中学卒は京浜11.0倍,東海7.3倍,京阪
神6.9倍に対し,東北1.1倍,山陰,四国1.0倍,北九州1.2倍,南九州0.6倍となっている。高校卒についても同様
な傾向となった( 第1-15図 )。(注,学卒を除く一般労働者については 第1-10図 を参照)。

第1-25表 製造業規模別労働力の過不足状況別事業所比率
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第1-26表 技能労働者の不足数

第1-27表 職種別にみた新規求職倍率
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第1-14図 中学卒の需要率および供給率の推移
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第1-15図 新規学卒者の地域別求人倍率

昭和42年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和42年 労働経済の分析



  

昭和42年労働経済の分析 参考資料
1   雇用および失業
(1)   雇用,失業の動向
4)   倒産の増加と失業情勢

42年は本格的景気上昇期にも拘わらず企業の倒産は高水準を続け,企業整備件数,整理人員も42年秋以降増
加傾向を示したが失業情勢はいぜん落着いた動きをみせた。

東京商工興信所の調査によると,企業の倒産か42年年間で8,192件で前年を32.4％上回る増加となった。
「職業安定業務統計」による企業整備件数は42年平均190件(対前年比4.0％減)で前年に比べ微減となっ
たが,7～9月期には前年同期で3.0％増と増加に転じ,10～12月期は25.1％増となった。整理人員も同様に7
～9月期には増加に転じ,42年平均で6,762人(対前年比9.1％減)と前年を下回ったものの下期には増勢を続
け,10～12月期には前年同期比で12.8％増となった( 第1-28表 )。

「雇用動向調査」によって在籍労働者に対する解雇者の割合(解雇率)を計算してみても42年上期は0.8％
と41年上期(6.5％)を0.3ポイント上回った。これを前回,前前回の景気上昇期の水準に比べても高くなって
いる( 第1-29表 )。

このような動きにも拘わらず失業情勢はいぜん落着きをみせている。「失業保険事業統計」によって失
業情勢をみると,42年平均で離職票提出件数は149千件で前年に比べ3.9％減,また,受給資格決定件数141千
件(対前年比3.2％減)初回受給者130千人(同2.7％減),受給者実人員556千人(同4.7％減)ともに前年を下回
りいぜん低水準にある。この傾向は年後半一層強く現われ離職票提出件数は対前年同期比でみると,上期
3％減から下期5％減へ,実給者実人員についても上期3.2％減から下期6.1％減へと減少を強めている( 第1-
30表 )。

実給者実人員を失業保険金給付日数別に対前年比でみると,270日の長期間給付が11％減と大幅な減少を
示し,このほか210日給付0.4％減,180日給付9％減,90日給付0.5％増となった。

なお,経営上の都合による被保険者資格喪失者を過去の景気上昇期と比較するために,受給資格決定件数か
ら給付制限を受けた者(うち正当な理由がないのにやめた者と自己の責に帰すべき理由による者)を差引い
てふると,受給者実人員とはやや異つた動きがみられる。対前年同月比で3,7,11月について各年の推移を
みると,受給者実人員は38年以降減少傾向が続いているが,資格決定から給付制限を差引いた者は景気変動
による増減の振幅は期をおつて小さくなってきているもののいぜん景気変動と一致した動きを示してい
る( 第1-16図 )。

このほか失業保険被保険者に対する離職の発生率(失業保険資格喪失率)でみても2.42％と前年(2.34％)を
やや上回ったもののその水準は39年当時に比べいぜん低く,被保険者に対する離職による安定所への出頭
の割合(離職票提出率)は0.77％で前年の0.83％を下回った。また,被保険者に対する失業保険受給者数(受
給率)は2.8％と水準は低く,38年以降,減少傾向が続いている( 第1-31表 )。

総理府統計局の「労働力調査」によって完全失業者の動きをみると,42年平均で44万人,失業率(労働力人
口に対する完全失業者の割合)は0.9％(42年9月の調査改正以前の旧調査方法による補正数値)でいずれも
前年に比べ保合いに推移した。完全失業者を上・下期別にみると,上期は対前年同期差で1万人増,下期は
保合となっている。上期の1万人増はとくに3,4月における増加が大きかったことによるもので,増加の内
容をみると,女子中高年齢層の増加が大きい。これはパートタイマーや季節労働者として労働市場に現わ
れた女子中高年齢層が新規学卒入職期を前に一時的に失業状態にあったことによるものと思われる。
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以上のように42年の失業情勢は企業倒産の増大にも拘わらず引き続き低水準に推移した。このことにつ
いては景気の上昇に伴って労働力需給のひつぱくが強まり,人手不足が深刻化したことを背景に離職後も
雇用機会が増大したこと,高水準の求人による労働者の吸収が比較的容易に行なわれたことなどの理由に
よるものと思われる。

第1-28表 企業倒産件数,整備件数,整理人員の推移

第1-29表 解雇率の推移

第1-30表 主要失業指標
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第1-16図 受給者実人員および受給資格決定件数から給付制限を差引いた者の対前年同月比の推移

第1-31表 失業保険資格喪失率,離職票提出率および受給率
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